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平成３０年２月２６日

生 駒 市 教 育 委 員 会

別冊２





１　追加 [単位　千円]

２　変更 [単位　千円]

第　２　表　繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　業　名 金　　額

土 木 費

道 路 橋 梁
及 び 河 川 費

企 業 誘 致 関 連 道 路 整 備 事 業 ８２，１８０

道 路 新 設 改 良 事 業 ４３，３６０

河 川 水 路 改 修 事 業 ３０，８６４

都 市 計 画 費 生 駒 山 麓 公 園 整 備 事 業 １４，２６０

教 育 費

中 学 校 費 中 学 校 施 設 管 理 １０，４７３

社 会 教 育 費 生 涯 学 習 施 設 整 備 事 業 １２，０００

災害復旧費

土 木 災 害
復 旧 費

道 路 河 川 災 害 復 旧 事 業 ７，１００

農 林 業 施 設
災 害 復 旧 費

農 地 災 害 復 旧 事 業 ５，０００

款 項
補　正　前 補　正　後

事　業　名 金　額 事　業　名 金　額

民 生 費 児 童 福 祉 費
市 立 保 育 所
施設整備事業

５４，１６５
市 立 保 育 所
施設整備事業

１０１，９９０

土 木 費
道 路 橋 梁
及 び 河 川 費

道 路 橋 梁
維 持 補 修 費

１０，４００
道 路 橋 梁
維 持 補 修 費

２０，０００
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議案第 20 号 

生駒市学校教育のあり方検討委員会条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

平成３０年３月６日 

生駒市長 小紫 雅史     

生駒市学校教育のあり方検討委員会条例 

（設置） 

第１条 生駒市教育大綱を踏まえ、本市が設置する学校（学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）第１条に規定する学校をいう。以下同じ｡)における教育の質

の向上並びに学校及び教職員への支援に関する検討その他の学校教育のあり方

に関する調査及び検討を行うため、生駒市学校教育のあり方検討委員会（以下

「委員会」という｡)を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、生駒市教育委員会（以下「教育委員会」という｡)の諮問に応

じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 学校における教育の質の向上に関する事項 

(2) 学校及び教職員への支援に関する事項 

(3) 効率的な学校運営に関する事項 

(4) 小中一貫教育に関する事項 

(5) 学校の規模、通学区域及び配置の適正化に関する事項 

(6) その他教育委員会が必要と認める事項 
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（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内及び必要に応じて委嘱する第５条第１項に規

定する臨時委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 自治会を代表する者 

(3) 保護者を代表する者 

(4) 学校の長 

(5) その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（臨時委員） 

第５条 委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委

員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、教育委員会が委嘱する。 

３ 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱され

るものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理

する。 

（会議） 
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第７条 委員会の会議（以下「会議」という｡)は、委員長が招集し、委員長が議

長となる。 

２ 委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ会

議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（部会） 

第８条 委員会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会に属する委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちからあらかじめ部会長

が指名する委員がその職務を代理する。 

（関係者の出席等） 

第９条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、会議に出席を求

めて意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、教育委員

会が定める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第 21 号 

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を 

定める条例の一部を改正する条例について 

上記の議案を提出する。 

平成３０年３月６日 

生駒市長 小紫 雅史     

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年１２月生駒市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

第１５条中「同条第９項」を「同条第１１項」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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